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貨物輸送の海運へのモーダルシフトにおける補助金の弾力性分析 

Elasticity Analysis of Subsidies for Modal Shift to Cargo Shipping 
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１．はじめに 

海上輸送はトラック輸送と比較して重量あたりの

輸送費用が低く、環境負荷が低いため、CO2排出量

やエネルギー消費量の削減などの効果が期待でき、

さらなる経済発展のための重要な輸送手段であると

言える。モーダルシフトを行う際には、貨物の積み

換えを行う倉庫や港湾などのインフラ施設が必要と

なることなどが問題点１）となっており、モーダルシ

フトの推進を妨げる一因となっている。そこで、国

土交通省・環境省では、モーダルシフトを推進させ

るために、モーダルシフト推進施策（補助制度）２）

として、31ft コンテナ導入費・設備導入経費・運行

経費（運行経費は初年度のみ）を対象として補助を

行っているが、モーダルシフトは進んでいない３）。 

そこで本研究では、補助金政策を評価するために、

トラック輸送と海上輸送を対象とし、輸送機関選択

モデルを構築する。構築したモデルより、モーダル

シフトを促進させるための補助金に関する変数を変

動させた場合に、輸送選択確率がどのように変化す

るかを評価することを目的とする。 

本研究によって、モーダルシフトにおける補助金

の国による政策が妥当であるかが判断でき、今後の

モーダルシフト促進政策に役立てることができると

考える。 

 

２．既存研究との関連 

モーダルシフトにおける輸送機関別の選択問題に

関する既存研究は、数多く存在している。例えば尹

ら４）は、二項ロジットモデルを用いてトラック輸送

から鉄道・フェリー輸送へのモーダルシフトにおけ

る輸送機関選択要因を明らかにし、ロットサイズ・

輸送費用における感度分析を行うことで、輸送機関

選択率の変化を推定し、CO2 排気量削減の効果を検

討している。輸送費用を削減すると CO2排気量が削

減された。 

しかし既存研究では、モーダルシフトにおける直

接的な補助金政策の評価は行われていない。また、

感度分析では、輸送費用の 10%、20%減少の場合の

分析となっており、輸送費用によって補助金額が変

動し現状の補助金額とかい離している可能性がある。

さらに、多額の補助金を投入した場合の分析はして

いない。 

 

３．研究の流れ 

本研究の構成を図－１に示す。まず初めに、全品

目・各品目・各品種における輸送シェアを把握する。

基礎集計結果より、トラック輸送と海上輸送が拮抗

している品目のモデル構築を行う。その後、輸送費

用を変動させた場合の感度分析を行い、考察を行う。 

 

図－１ 本研究の流れ 

 

４．輸送シェアの分析 

基礎集計として、以下の表－１に概要を示す物流

センサスの３年度と掲載の品目について、2000 年・

2005 年・2010 年における海上輸送・トラック輸送・

鉄道輸送の輸送シェアの把握を行った。 

 

表－１ 本研究で対象とする物流センサスの概要 

 

図－２に全品目における代表機関別のシェア比の

推移を示す。トラック輸送の割合は、2000 年と 2010

年を比較すると約 0.73%微減している。また、海運

の割合は、2000 年と 2010 年を比較すると約 2%減少
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している。 

次に各品類・品種ごとに基礎集計を行った。図－

３に化学工業品のシェア比の推移を示す。図－３で

は、海運のシェア比が他の品目よりも約２倍高い。

トラック輸送の割合は、2000 年と 2010 年を比較す

ると約 0.5%微増をしている。また、海運の割合は、

2000 年と 2010 年を比較すると約 0.4%微増している。

他の品目に関しては、全体傾向（図－２）とほぼ同

様な割合となっている。 

図－４に、化学工業品の品目別に輸送機関シェア

比を年度別に示す。2000 年において、海運の割合が

高いものはコークスであり、約 80%が海上輸送され

ている。2005 年においては、海運の割合が高いもの

は重油で、約 70%が海上輸送されている。2010 年に

おいては、海運の割合が高いものについても重油で

あり、約 80%が海上輸送である。また、コークス・

重油に次いで海上分担率が高いものは、揮発油であ

り 2000 年・2005 年・2010 年においての海上分担率

はそれぞれ、約 45%、約 55%、約 60%となっている。 

また、重油・コークス・揮発油以外の品目に関し

ては、海運の分担率は約 20%ほどであり、トラック

輸送が残りの約 75%を占めている。鉄道輸送も品目

によるが約 5%～10%の分担率のシェアがある。 

以上の結果より、トラック輸送と海上輸送が拮抗

している品目、コークス・重油・揮発油を対象とし

て、より海運へのモーダルシフトを促進するために

モデル分析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 代表機関別のシェア比の推移（全品目）   図－３ 代表機関別のシェア比の推移（化学工業品） 

 

図－４ 化学工業品の３年度分の代表機関別のシェア比の推移（2000 年・2005 年・2010 年） 
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５．輸送機関選択モデル 

モーダルシフトにおける輸送機関選択モデル分析

５）、６）としては、非集計モデル・判別分析など様々

な手法が用いられている。本研究では、海上輸送・

トラック輸送のいずれかを選択する二項ロジットモ

デルを採用する。前章で示したコークスにおいては、

鉄道輸送の割合がほぼないので、トラック輸送と海

上輸送の２つの輸送機関選択問題と成り得るため、

二項ロジットモデルを採用した。 

二項ロジットモデルの式を式(1)から(3)示す。 

 

𝑃𝑖𝑛 =
𝑒𝑥𝑝(𝑉𝑖𝑛)

𝑒𝑥𝑝(𝑉𝑖𝑛)+𝑒𝑥𝑝(𝑉𝑗𝑛)
         (1) 

𝑉𝑖𝑛 = ∑𝛽𝑘𝑖𝑍𝑘𝑛             (2) 

𝑉𝑗𝑛 = ∑𝛽𝑘𝑗𝑍𝑘𝑛             (3) 

Pin ：品目 n が輸送機関 i により輸送される確率 

Vin ：輸送機関 i に対する品目 n の効用 

βki ：輸送機関 i の説明変数 k のパラメータ値 

Zkn ：品目 n の k 番目の説明変数 

 

表－２ パラメータ推定結果 

 

被説明変数に輸送選択モード（Choice）・説明変数

には、輸送距離（km）、輸送費用（円）、年度ダミー、

品目ダミーを採用した。 

表－２にモデル推定結果を示す。採用する変数の

取捨選択を試行錯誤し、より説明力が高いモデルを

採用した。しかし、定数項が他の変数（距離・費用）

と比べると大きく、また t 値の有意水準を満たさな

いものが多く、あまりよいパラメータ推計結果では

ない。また、距離の符号条件は想定していたものと

逆であるが、パラメータ値は小さく被説明変数への

影響度も小さい。しかし、費用の係数の符号条件は

想定していたものと合致している。本研究では輸送

費用変動に関する感度分析を行うため、ここでは大

きな問題はないと判断した。 

 

６．現状の補助金政策について 

モーダルシフトにおける補助金政策について、補

助金予算と補助金内容と事例を表－３にまとめる。

現状の補助金額と輸送費用を政策変数として、それ

を減少させた場合の選択率変化を評価したものを次

章で比較考察する。 

 

表－３ モーダルシフトにおける補助金政策一覧 

 

 

７．輸送費用変動に伴う感度分析について 

モーダルシフトが起こりやすい中距離 200km以

上と 400km以上 2)の各モードの輸送費用を変化させ

た際の感度分析を図－５、図－６に示す。なお、こ

こでは輸送費用の 10%から 90%までを補助金で補填

するとし、輸送費用の割引を行った。 

 

表－４ 感度分析の条件（基本ケース） 

 

まず初めに感度分析①（福岡県北九州市若松区～

島根県鹿足郡六日市町）について考察し、結果を図

－５に示す。基本ケースでは、トラックの分担率は

92.9%、海上輸送の分担率は 7.1%になった。基本ケ

ースの海上輸送費用は約 2000 万円であり、費用の

10%にあたる補助金を投入しても分担率はほぼ変わ

らない。費用の 70%にあたる補助金を投入すると基

本ケースと比べると海上分担率はおよそ 20％上昇

した。また OD 間距離が 200km 程度の場合、補助金

の割引を現状の輸送費の半額にしても約 20%しかモ

係数 t値
13.39 0.27

-2.13×10-3 -3.75

9.38×10-4 0.16

2000年ダミー -6.72 -0.14
2005年ダミー -6.57 -0.13
コークスダミー 1.33 0.55
重油ダミー -1.03 -0.48

0.84
30.55
289

説明変数

尤度比
AIC

サンプル数

年ダミー

品目ダミー

輸送距離

輸送費用

定数項

補助金内容 補助金総額予算
運行経費補助 3800万円
31フィートコンテナ補助導入費用
設備導入補助費用

補助金内容 補助金額
20フィートコンテナ補助導入費用 222万円

補助金内容 補助金額
海上コンテナ用スライド式汎用トレーラー（10台） 1400万円

730億円

lＨ27年度　モーダルシフト推進施策（補助制度） 【国土交通省】

Ｈ１７年度グリーン物流パートナーシップ推進事業

Ｈ１８年度グリーン物流パートナーシップ推進事業

距離

感度分析①
トラック輸送：172km　海上輸送：217km
（福岡県北九州市若松区～島根県鹿足郡六日市町）
感度分析②
トラック輸送：400km～500km　海上輸送：600～800km

輸送費用

感度分析①
トラック輸送：660～930万円　海上輸送：2055～2083万円
（福岡県北九州市若松区～島根県鹿足郡六日市町）
感度分析②
トラック輸送：64～700万円　海上輸送：629～8000万円

輸送重量
感度分析①：66万t
感度分析②：499万t
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ーダルシフトをせず、多額の補助金をつぎ込んでも

モーダルシフトを促進させることは難しい。 

 

図－５ 輸送費用変動に伴う感度分析①結果 

 

図－６ 輸送費用変動に伴う感度分析②結果 

 

次に感度分析②（OD間距離が400kmから 500km）

の場合について考察し、結果を図－６に示す。基本

ケースでは、トラックの分担率は 82.6%、海上輸送

の分担率は 17.4%になった。基本ケースの海上輸送

費用は約 4500 万円であり、費用の 30%にあたる補

助金を投入すると海上分担率はおよそ 10％上昇し

た。また OD 間距離が 400km から 500km の場合、補

助金の割引を現状の輸送費の半額にしても約 10%し

かモーダルシフトをせず、多額の補助金をつぎ込む

ことによってモーダルシフトを促進させることは難

しい。この結果より、トラック輸送から海上輸送へ

のモーダルシフト促進するためには、補助金はかな

り大幅なものでないと効かないことが明らかとなっ

た。 

 

８．まとめと今後の課題 

本研究では、コークス・重油・揮発油を対象に非

集計ロジットモデルを用いた輸送手段選択モデルの

構築を行い、輸送費用と輸送手段選択との関係につ

いて分析を行った。構築したモデルを用いて、輸送

費用を政策変数とした感度析析から補助金は、かな

り大幅な額を投入しないとモーダルシフト促進には

効果があまりないことが明らかになった。 

本研究では 2000 年・2005 年・2010 年の計３回分

の物流センサス個票データよりサンプルを抽出しモ

デル構築を行ったが、各年度での海上輸送とトラッ

ク輸送とで拮抗しているものが、品目品種ごとに考

察すると非常に少ないサンプルとなっている。また

現状では、海運や鉄道での輸送割合が高いものは非

常に限られている。そのため今後は、荷主に輸送費

用やモーダルシフトする際にかかる費用などを詳細

に把握し、それによりをより精緻なモデルになると

考える。 
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